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バリアフリーの改善に関する要望書
　貴省におかれましてはかねてより障害者・高齢者等の移動の円滑化に向けて、ご尽力賜り感謝申し上げます。
2000年の交通バリアフリー法の制定、さらに2006年のバリアフリー新法の施行を経て、障害者、高齢者等を巡る移動・交通環境は一定の改善が図られ、社会参加の機会が広げられていることは確かであります。しかし、それは　　まだまだごく一部の社会、一部の地域でみられる現象であり、社会参加を望むすべての障害者、高齢者等が自由に、その目的を達成することができる環境ではありません。2006年12月に定められた障害者権利条約においては、　　　　バリアフリーは社会の基本原則であり、移動の自由の保障は基本的人権の　　保障に他ならないものと規定されています。
日本の社会がこの規定に沿うものとなるためにはまだまだ多くの課題を　克服しなければならないものと考えます。バリアフリー法制定がなされて以降、より多くの広がりを見せている地域格差の問題、いつまでも根を絶たない　　利用者の人権を無視した乗車拒否、利用拒否の実態、障害者、高齢者等の　　　当事者抜きで作られていくバリアフリー政策等々、数え上げればきりがない　ほどの課題が浮かび上がってきます。
　さらに東日本大震災により多くの困難を被っている地域の復興も、　　　　その速度がきわめて遅く、多くの人々が不自由な住宅や移動環境の中に　　　おかれている状況が伝えられております。被災地域の復興に当たっては、　　まず何よりも安心・安全・バリアフリーの三点を重視し、スピード感を以って実施に当たられるよう強く望むものであります。
　国交省におかれては、これらの問題を当事者の声を重要なものと受け止め　ながら、早急に解決に向けての対策を講じられることを要望するもので　　　あります。

記
１　バリアフリー関連の法整備に関して
1）バリアフリー法ならびに移動等滑化基準の見直し
今般、バリアフリー法施行状況調査ならびにガイドラインの見直しが　　なされたところであるが、バリアフリー法を利用者にとってより有効で　　効果的な法律とするためには、根本のところでの見直しが必要である。　　また、これまでも繰り返し指摘している通り、2006年のバリアフリー新法成立以降も乗車拒否・利用拒否や、時間的制約を始め障害者に　　　　　　「他の者との平等」とは異なる状況が続いている。バリアフリー新法以降、『心のバリアフリー』が強調されているが、決して情緒的・抽象的な　　　　対応では解決しえない。
施行状況調査の結果、ならびに指摘されてきたこれらの問題点、　　　　さらに障害者の権利条約とその批准に向けた制度改革の動向をふまえた　バリアフリー法の抜本見直しが求められている。また、法律の見直しと共に義務的基準となる移動等円滑化基準を時代の変化に合わせたものとする　よう見直しを行うこと。
2）当事者主体の見直しへ　　　　　　

移動等円滑化基準の見直しを行うに当たっては、担当部局と学識経験者　のみで行うようなことは、絶対にあってはならず、課題ごとに必要な当事者の意見を重視して行うこと。なお、この際、身体障害者に限らず、　　　　　知的障害者、精神障害者はもちろんのこと、手帳の所持に関わらず谷間の　状況にある障害者を含む、移動に困難を抱えるものを参画させること。
２　地域格差の解消に向けて
1）地域格差の実態調査と予算執行状況

先に掲げた障害者権利条約においては、社会のバリアフリー化は　　　　都市と農村の区別なく行われなければならないと規定されている。　　　　交通バリアフリー法の制定ならびにバリアフリー新法の施行で、都市部に　おいては一定の設備改善が図られているが、大都市以外の地域は、旧態依然としたバリアフルな交通施設等が残されている。これらの地域格差を埋めるための地域ごとの長期計画を策定すること。
2）東日本大震災地域におけるバリアフリー復興の基本的考え方

東日本大震災の被災地域においては交通網が破壊され、移動手段の多くが失われた状況にある。国においてはこの問題の復興にも全力で力を注いで　いると考えるものであるが、破壊された鉄道駅などの復興に当たっては、　この機会に全面的なバリアフリー化を図ることを基本とするとともに、　　仮設段階においても利用可能なバリアフリー化措置の義務付けを行うこと。
３　乗車拒否・利用拒否の削減に関して（接遇研修と関連して）
1）鉄道、バス、航空機等における乗車・搭乗拒否や建物、商店等における　　　利用拒否は相変わらず数多く発生している。国交省としては乗車拒否等の　解消を課題とされ、早急にその原因調査、発生予防を研究する仕組みを　　当事者の参加の上で設置すること。
2）乗車拒否、利用拒否等は、事業者の従業員の障害者に対する無理解や　　　差別の禁止、合理的配慮という考え方の欠落によって起こされることが多い。障害者、高齢者等の利用者への適切な対応は、そこで働く従業員としての　責務であり、決して『心のバリアフリー』といった抽象化されたもので　　　あってよいことではない。乗車拒否や利用拒否を無くすためにも、当事者が主体となった接遇研修を義務付けること。
3）あからさまな乗車拒否ではないが、障害者等特定の利用者に対してのみ　　行われる措置を改め、交通機関を利用する他の者と平等な扱いを徹底させること。
（特別な切符購入方法、乗車位置の押し付け、特別な利用予約の強要等々）
４　鉄道施設ならびに車両に関して
1）鉄道車両におけるバンドル型車いすの排除を全面的に解消すること。
2）鉄道車両については、すべての車両に1ヶ所以上のフリースペース方式の「車いすスペース」座席を設けること。特に、特急・新幹線車両においては、デッキ内乗車を余儀なくされている状況を早急に改善すること。
3）国交省は各自治体に対して、障害者の利用が多いと見込まれる駅に関する調査を行うよう要請し、そうした駅は3000人以上の乗降客数に関わらず、ワンルート・バリアフリー化の確保などを優先的に改善するよう指導する　こと。そのための財政的支援を行うこと。

4）スロープでの改善が可能な駅については、規模に関わらず早急に改善すること。

5）ホームからの転落防止の最善策であるホームドアの設置を進めること。

6）ホームのかさ上げおよび車両の低床化などにより、車両とホームの段差と隙間の解消を図り、車いす使用者が、安全に独力で円滑に乗降できるようにすること。

５　バス・タクシー等の自動車に関して
1）ノンステップバスの全国的な導入を本格的に加速すること。各地の　　　　バス事業者がノンステップバスを導入しやすくするための新たな効果的な促進策を国として積極的に講じること。

2）高速バスや空港リムジンバス等（定時定路線のバリアフリー化対象の　　　すべてのバス車両）の実質的なバリアフリー化を目標数値達成に向けて　　計画的に実施していくこと。

3）バス停の未整備やバス停の狭さのために、せっかく導入された　　　　　　ノンステップバス等が十全に活用されていないことがある。国としては　　各自治体に対し、そうした個所の調査を行い、改善計画を策定することを　要請すること。なお、この調査の際は、重点的に地域の障害当事者の参画の下で行うこと。

4）車いすのまま乗降できるバリアフリータクシーが整備されたことから、　　公共交通過疎地域のタクシー会社が率先的に導入しやすくする促進策を　講じること。

６　航空機・空港について
障害者、高齢者等の航空機利用に関しては、車いす特に電動車いすの扱いをはじめとして、多くの問題が発生している（個別の問題については先に　　DPI日本会議より意見書を提出している）。そうした状況に鑑み、航空機利用ならびに空港のバリアフリー等に関して問題の共通認識を図るための、国交省の責任の下に継続的な協議の場を設けること。
